
　

　　◆編集・発行◆　陸前高田市復興対策局　〒029-2292 岩手県陸前高田市高田町字鳴石42番地5　☎0192-54-2111（内線433）

3 1

 復興Ｎｅｗｓ  陸前高田 
＜第３０号＞ 
平成２８年２月発行 

陸前高田市復興対策局 

ニ  ュ  ー  ス 

各戸配付 

         市内で被災し今後住宅再建を考えている皆さまへ 

        ≪防災集団移転促進事業による住宅団地の空き区画への移転者を募集します≫ 
ニュース① 

        住宅再建に関する意向調査を実施しています 

             ≪平成２８年２月１２日までに必ずご回答お願いします≫  
ニュース③ 

復興対策局事業推進室 （内線 ４３５・４３６） 問い合わせ先 

募集する区画の概要 

 市 で は 、 市 内 ２ 団 地 の 防 災 集 団 移 転 促 進 事 業 に よ り 整 備 し た 住 宅 団 地 内 に 空 き 区 画
が 生 じ た こ と か ら 、 新 た に 移 転 者 を 募 集 し ま す 。 
 
  

問い合わせ先 

 
  

 防 災 集 団 移 転 促 進 事 業 は 、 東 日 本 大 震 災 時 （ 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 １ １ 日 ） に 陸 前 高 田
市 内 に お い て 被 害 を 受 け た 世 帯 の 集 団 移 転 を 促 進 す る た め に 、 安 全 な 場 所 に 住 宅 再
建 が で き る よ う 支 援 す る 制 度 で す 。 市 が 移 転 先 と な る 住 宅 団 地 を 整 備 し 、 住 宅 敷 地
を 被 災 者 に 譲 渡 又 は 賃 貸 し ま す 。 な お 、 移 転 さ れ る 方 は 、 被 災 し た 移 転 元 地 に 居 住
で き な く な り ま す の で ご 注 意 く だ さ い 。  

 ※ 団 地 図 面 等 は 裏 面 に も 掲 載 し て い ま す 。  

 市 で は 、 被 災 さ れ た 方 々 の 今 後 の 住 宅 再 建 が 適 切 か つ 速 や か に 行 え る よ う 、 今 後
の 住 宅 再 建 の 考 え を 把 握 す る た め に 意 向 調 査 を 実 施 し て い ま す 。  
 昨 年 ５ 月 か ら ８ 月 に か け て 、 仮 設 住 宅 等 に お 住 い の 方 々 を 対 象 に 、 「 住 宅 再 建 に
関 す る 調 査 」 を 実 施 し ま し た 。  
 そ こ で 「 自 力 再 建 」 と 回 答 さ れ た 方 々 を 対 象 に 、 再 建 の 進 捗 状 況 等 に つ い て 再 度
調 査 を 行 う こ と と し ま し た 。  
 つ き ま し て は 、 調 査 票 が 届 い た 方 は 速 や か に ご 回 答 い た だ き ま す よ う 、 ご 協 力 お
願 い い た し ま す 。  
  

復興対策局復興対策係 （内線 ４３２・４３３） 

 平 成 ２ ８ 年 ２ 月 １ ２ 日 （ 金 ） ま で  回答期限 

脇の沢団地 田谷団地 

２．申込方法 
 復 興 対 策 局 事 業 推 進 室 に 備 え 付 け て い る 申 込 書 に 必 要 事 項 を 明 記 の 上 、 復 興 対
策 局 事 業 推 進 室 に 直 接 提 出 し て 下 さ い 。  

３．申込期間 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ２ ８ 日 （ 月 ） ま で  

４．区画決定方法 
 申 込 期 間 内 の 申 込 が １ 世 帯 の み で あ っ た 場 合 は 、 そ の 世 帯 で 決 定 し ま す 。  
ま た 、 申 込 期 間 内 に 申 込 み が 複 数 あ っ た 場 合 は 、 抽 選 に よ り 決 定 し ま す 。  

 
次 の 条 件 を す べ て 満 た す 必 要 が あ り ま す 。  
・ 市 が 設 定 し た 市 内 の 移 転 促 進 区 域 内 に 、 東 日 本 大 震 災 発 生 時 に 居 住 し 、 り 災 証 明  
書 書 の 交 付 を 受 け て い る 世 帯 。  
※ た だ し 、 次 に 掲 げ る 世 帯 は 申 込 で き ま せ ん 。  
・ す で に 他 団 地 に お い て 防 災 集 団 移 転 促 進 事 業 に 参 加 し て い る 世 帯  
・ が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業 の 補 助 制 度 を 活 用 し て 住 宅 再 建 を し て い る 世 帯  
・ 国 の 被 災 者 生 活 再 建 支 援 金 等 （ 加 算 支 援 金 な ど ） を 受 け て 住 宅 再 建 を し て い る 世 帯  
 

１．申込資格 

申込について 

防災集団移転促進事業の概要 

募集する区画の概要 
 売 買 価 格 、 賃 貸 料 等 の 詳 細 に つ き ま し て は 、
復 興 対 策 局 事 業 推 進 室 （ 内 線 4 3 5 ・ 4 36 ） ま
で お 問 い 合 わ せ く だ さ い 。  
  

田谷団地 

田谷団地 

募集区画 No.1 

募集区画 No.1 

募集区画 No.2 

脇の沢団地 

募集区画 No.1 

脇の沢団地（北工区） 

脇の沢団地 

募集区画 No.2 

脇の沢団地（南工区） 

団地名 団地所在地 区画数 面積

脇の沢団地 米崎町字川西、館及び脇の沢 ２ 約３３０㎡

田谷団地 広田町字天王前及び羽根穴 １ 約３３０㎡
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≪例１≫  

Q：震災当時は、親世帯・子世帯が別々の世帯でしたが、震災後に一戸の住宅を建設して同居する場合、加算支援

近々金及び住宅再建支援事業貹補助金は両世帯ともに申請できますか？ 

A：申請できます。 

          住宅再建・引越に関する補助制度のご案内 
           ≪基礎支援金の申請期限を1年間延長します≫ 
ニュース② 

≪例２≫  

Q：震災当時は、親世帯・子世帯が同一の世帯でしたが、震災後に世帯を分離し、別々に住宅を建設する場合、加

燦々加算支援金及び住宅再建支援事業貹補助金は両世帯ともに申請できますか？ 

A：一方の世帯のみが申請できます。なお、基本的には震災時の世帯主が申請者となります。 

申請のポイント 

震災時（H23.3.11)別世帯で被災（全壊） 

親世帯 

（複数世帯） 

子世帯 

（複数世帯） 

再建先で同居 

震災時（H23.3.11)同一世帯で被災（全壊） 別々に住宅再建 

 応急仮設住宅やみなし仮設等から住宅再建先に引越した際に申請できる「引越貹用補助金」は、被災世帯ご

とに支給されます。以下のとおり、再建方法によって受給できる金額が異なりますので、ご注意ください。 

【基礎支援金】 

 被害の程度と世帯構成に応じて支給される「基礎支援金」につ

いて、申請期限が平成２９年４月１０日まで延長されます。 

被害状況が半壊や大規模半壊で、住宅の解体を検討されている方

は、被災者支援室までご相談ください。 

 

 ■加算支援金 
 基礎支援金を受給した世帯が、住宅を再建（建設、購入、

補修または賃貸）する場合に支給されます。 

（申請期限：平成３０年４月１０日） 

 ■住宅再建支援事業貹補助金 
 陸前高田市内に住宅を建築又は購入し、加算支

援金を受給した世帯（※）が申請できます。 

（申請期限：平成３１年３月３１日） 

※「建設・購入」と「補修」の併用は出来ません。 

※賃貸住宅にいったん居住した後に、住宅を建設または購入する

場場合は、「賃貸」で受給済みの額を差し引いて支給します。 

※全壊または解体で基礎支援金を受給された方に限ります。大規

規模半壊等の方はご相談ください。 

複数世帯 単身世帯

岩手県内で被災 200万円 150万円

岩手県外で被災 100万円 75万円

■加算支援金等の住宅再建に関する補助制度について 

 被災者支援室   （内線３４２・３４３） 

■引越貹用補助金について 

 防災集団移転に参加している方  復興対策局（内線４３３） 

 防災集団移転に参加している方以外  被災者支援室（内線３４２） 

 住宅再建に係る各種支援金・補助金制度のうち、問い合わせの多い住宅再建支援金及び引越貹用補助金についてご

紹介します。 

引越費用補助金 

問い合わせ先 

引越費用補助金申請のポイント 

【加算支援金・住宅再建支援事業貹補助金】 

「加算支援金」及び「住宅再建支援事業貹補助金」は被災世帯ごとに支給されます。契約後に申請ができます

ので、申請がお済みでない方は、被災者支援室までご連絡ください。なお、加算支援金を受領すると災害公営

住宅には入居できませんのでご注意ください。 

（申請期限：平成２８年４月１０日 → 平成２９年４月１０日） 

住家の状況 複数世帯 単身世帯

全　　　　　壊 100万円 75万円

解　　　　　体 100万円 75万円

長　期　避　難 100万円 75万円

大 規 模 半 壊 50万円 37.5万円

再建方法 複数世帯 単身世帯

建　設・購　入 200万円 150万円

補　　　　　修 100万円 75万円

賃貸（公営住宅以外） 50万円 37.5万円

その他住宅再建に関する

相談にも応じていますの

で、お気軽にお問い合わ

せください。 

生活再建支援金・住宅再建支援事業費補助金 

防集・がけ近（80.2万円） その他（10万円）

引越しを業者に依頼せず自分で行いました。引越費用補助金を申請できますか？ × ○
震災当時は親世帯・子世帯が別々の世帯でしたが、震災後に一戸の住宅を建設して同
居することになりました。引越費用は両世帯申請できますか？

○
（両世帯の合計を支給）

○

震災当時は親世帯・子世帯が同一の世帯でしたが、震災後に世帯を分離し別々に再建
することになりました。引越費用は両世帯申請できますか？

○
※がけ近の場合は事前に申

請が必要です

×
（一方の世帯のみ）

※離婚・離縁の場合は例外
あり

再　建　方　法

受給できる補助金額 

・親世帯 

加算支援金  ２００万円 

住宅再建支援事業費補助金  ２００万円 

・子世帯 

加算支援金  ２００万円 

住宅再建支援事業費補助金  ２００万円 

受給できる補助金額 

加算支援金  ２００万円 

住宅再建支援事業補助金  ２００万円 
 

× 
世帯分離する場合併用不可 

再　建　方　法 補　助　金　額

災害公営住宅・市営住宅・民間賃貸住宅等への入居

防災集団移転促進事業（以下、防集）
　　市が造成した高台に集団で移転

がけ地近接等危険住宅移転事業（以下、がけ近）
　土地区画整理事業区域内を除く浸水区域から、自分で探した土地に個別に移転
　※市外での建設・購入の場合も対象になります。

土地区画整理事業
　高田・今泉地区土地区画整理事業区域内で被災し、市が造成した土地に換地で移転

被災した住宅を補修
　※受給には一定の条件があります

最大80.2万円（実費補助）
※業者に依頼した場合のみ対象になります。

定額10万円
※自分で引越しをした場合も対象になります。
　　被災した世帯が1回限り受給できるものです。

自力再建
　がけ地近接等危険住宅移転事業を利用せずに、自分で探した土地に個別に移転


